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＊ﾀｲ、ﾗｲﾄﾞｼｪｱ合法化へ…ｸﾞﾗﾌﾞしたたか　ﾛﾋﾞｰ活動実る
ﾀｲでﾗｲﾄﾞｼｪｱのﾋﾞｼﾞﾈｽ環境が大きく改善しそうだ。自家用車によるﾀｸｼｰ業が禁じられ、ﾗｲﾄﾞ
ｼｪｱは違法状態のまま利用が広がっていたが、新政権の担当大臣が解禁の移行を示した。ﾗ
ｲﾄﾞｼｪｱ大手、ｸﾞﾗﾌﾞのﾛﾋﾞｰ活動が功を奏した格好だ。規制緩和を巡りﾀｲ政府と対立し、撤退し
た米ｳｰﾊﾞｰTECと対照的だ。
・市民はぼったくりや乗車拒否の横行するﾀｸｼｰに比べ、ﾗｲﾄﾞｼｪｱを歓迎。89%が「便利で快
適」、80%が「対応する法律を整備すべき」と答える。
・署名活動やﾒﾃﾞｨｱを通じ、真っ向からﾀｲ政府に法改正を訴えたｳｰﾊﾞｰと異なりｸﾞﾗﾌﾞは静か
に支援者を増やしてきた。強さはｻｰﾋﾞｽだけではない。
＊米中貿易協議　進展乏しく…農産品購入やﾌｧｰｳｪｲ問題
米国と中国の閣僚貿易協議が31日、2日間の日程を終えた。中国による米国産農産物の輸
入拡大や通信機器大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の制裁緩和を話しあった。ただ、交渉時間は計
5時間あまりと短く、大きな進展はなかったとみられる。次回は9月に米国で開く。協議は本丸
の構造問題の手前で足踏みし、出口が見えない状況だ。
・「中国はいつも自らの利益の為に最後に取引を変える」と米大統領が批判。
　「貿易協議で米国はもっと誠意を見せるべき」と華春螢報道局長が批難。

＊ｻﾑｽﾝ、成長戦略に痛手…半導体営業益71%減4～6月
韓国ｻﾑｽﾝ電子が31日発表した2019年4～6月期決算は、稼ぎ頭の半導体部門の営業利益
が前年同期比71%減った。市況低迷に加え、日本の輸出規制強化が重荷だ。株価もﾗｲﾊﾞﾙの
半導体受託生産最大手、台湾積体電路製造（TSMC）に出遅れている。非ﾒﾓﾘｰ事業でTSMC
を追撃することを成長の柱に据えていただけに、痛手になりそうだ。

＊小林製薬、訪日客向け減速…1～6月売上高　初前年割れ
小林製薬は10月、疲労改善につながるとする漢方の新ｼﾘｰｽﾞを投入する。31日に発表した
2019年1～6月期のｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向けの推計売上高は51億円と、前年同期比で1億円減った。前
年割れは始めて。成長ｴﾝｼﾞﾝだったｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向けが減速する中、拡大する漢方事業を海外
事業に次ぐ成長の軸とする。
・健康と病気の間の状態を指す「未病」の改善や更年期障害、疲れといった原因を特定しにく
い疾患を改善したいとにﾆｰｽﾞが拡大。若い世代も増える。

＊武田薬品報酬見直し…株価も反映/投資家の厳しい目意識
武田薬品工業は31日、ｸﾘｽﾄﾌ･ｳｪﾊﾞｰ社長ら取締役の業績連動報酬の体系を見直すと発表し
た。
・業績連動報酬について社内取締役の3年分の上限を27億円から45億円に引上げると提案
したが、報酬基準が不明確、透明さが必要との指摘あり。
・6月の株主総会では役員報酬の賛成比率は6～7割に留まる。一方、巨額損失が出た場合
に業績連動報酬を返還させる「ｸﾛｰﾊﾞｯｸ条項」の導入を求める株主提案は過半数だったが、
同条項を導入する方向で検討している。

＊第一三共、純利益81%増…4～6月　主力薬、内外で好調
第一三共が31日発表した2019年4～6月期の連結決算は純利益が前年同期比81%増の433
億円だった。主力の抗凝固薬「ｴﾄﾞｷｻﾊﾞﾝ」が国内外で伸びた。
・日本橋ﾋﾞﾙを4月に売却し106億円の売却益を計上した。
＊ｴｰｻﾞｲ、中間配80円…9月末、予想より10円増
ｴｰｻﾞｲは2019年9月末に実施する中間配当を80円にすると発表した。主力の抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞ
ﾏ」の販売拡大で業績が好調に推移しており、持ち合い株の解消などで財務基盤強化も進ん
だと判断。

＊貿易戦争、輸出に逆風…ﾀｲ、内需刺激策を検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財務相「6%成長へ経済高度化」
ﾀｲのｳｯﾀﾏ・ｻｰﾜﾅﾖﾝ財務相は31日、7月に発足した新政権が内需刺激策の検討を始めたと
明らかにした。米中貿易戦争の影響でﾀｲ経済が減速しているのに対応する。新政権は年率
6%の持続的な経済成長の実現へ経済改革に取り組む方針を掲げている。ｳｯﾀﾏ氏は目標達
成へｲﾝﾌﾗ整備や新産業育成で「経済の高度化を推し進める」と表明し、日本の官民に協力を
求めた。

＊新薬開発　中国ｼﾌﾄ…13億人のﾃﾞｰﾀ活用
日米欧の製薬会社が中国で研究開発体制の整備に動き出した。仏ｻﾉﾌｨ、塩野義製薬などは
13億人を超える同国民の医療に関するﾃﾞｰﾀも使い、難病やｱｼﾞｱに多い消化器疾患などの治
療薬を開発する。中国政府の臨床試験（治験）や特許制度の整備で、米欧に先駆け承認され
た新薬も登場した。低ｺｽﾄの生産拠点だった中国に研究開発機能が集積する新しい局面に
入る。
・背景にあるのは中国政府による外資企業の呼びこみ策だ。17年に日米欧の品質管理基準
を決める国際組織に加盟。日米欧と同様に新薬の品質管理と特許を守る方針を打ち出した。
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＊花王、純利益9%減…中国の転売需要減る（１～６月）
訪日客（ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ）需要の減少が日用品・化粧品大手の業績を押し下げた。花王が31日発表
した2019年1～6月期連結決算は純利益が前年同期比9%減の572億円だった。中国で1月か
ら始まったEC事業者への規制強化で転売業者による購入が減った。
・減益の主因は子供用紙おむつ「ﾒﾘｰｽﾞ」の苦戦だ。紙おむつや生理用品を含むﾋｭｰﾏﾝﾍﾙｽｹ
ｱ事業の営業利益は60%減の73億円だった。
＊ﾏﾂﾀﾞ、純利益75%減…4～6月、米中で販売苦戦
ﾏﾂﾀﾞが1日発表した2019年4～6月期連結決算は純利益が前年同期比75%減の52億円だっ
た。米国や中国で自動車の販売が振るわなかった。外国為替相場で円に対してﾕｰﾛや豪㌦
が下落し、輸出採算も悪化。過去に起こったﾊﾟﾜｰｽﾃｱﾘﾝｸﾞの不具合を原因とする訴訟に関
し、数十億円の費用を計上。世界の販売台数はは15%減、中国と国内はそれぞれ約2割減と
苦戦。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ反攻　ｿﾌﾄ充実いそぐ…中国ｹﾞｰﾑ市場減速で対抗策
世界最大である中国のゲｰム市場が伸び悩むなか、中国ｹﾞｰﾑ最大手の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）
が事業のﾃｺ入れを急いでいる。任天堂や米半導体大手ｸｱﾙｺﾑとの提携を通じ、ｺﾝﾃﾝﾂなど
を充実させて需要を掘り起こす。ｹﾞｰﾑｿﾌﾄの開発では青少年への悪影響を懸念する当局の
規制にも対応しつつ、再び成長軌道に戻すねらいだ。
・ｺﾝﾃﾝﾂやﾊｰﾄﾞ面での事業強化を狙ったのが、任天堂やｸｱﾙｺﾑとの提携。中国のｹﾞｰﾑ市場
が成熟期を迎えるなかで、ﾃﾝｾﾝﾄがｹﾞｰﾑ事業を「量から質」への転換ができるか。世界の企
業に育ったﾃﾝｾﾝﾄの成長を左右する。

＊①製薬5社で最終損益悪化「４～6月」…提携効果で明暗
⦿製薬大手9社の連結業績（2019年4月～9月、単位億円、🔼は赤字）
　　　　　　　　　売上収益　　最終損益　　　　　　　　売上収益　　最終損益　
　武田　　　　　8491（89）　🔼206（－）　　　ｱｽﾃﾗｽ　3341（　2）　585（　7）
　第一三共　　2492（ 10）　　433（81）　　　ｴｰｻﾞｲ　 1540（　0）　216( 76)
　大日本住友 1174 (  1)       67(🔼56)     塩野義    792(🔼11) 244(🔼23) 
  田辺三菱　　  981 (🔼7）     68(🔼51）　  小野薬     739(   4)  163(   7)
  参天薬          591 (  5)      63( 🔼7）

＊②
・武田は赤字転落。
・田辺三菱製薬や塩野義製薬は提携先の企業から受け取る契約金収入減。
・小野薬品工業は医薬品の開発や販売に応じて受け取る収入増が寄与。
・第一三共は3月に新薬の開発・販売で提携した英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾞからの契約一時金の25億円を
売り上げ収入に計上。

＊ｸｱﾙｺﾑ、中国不振重く…米中摩擦、ﾌｧｰｳｪｲ国内注力
　　　　　　　　　　　　　　　　 半導体内製化、ﾘｽｸに
米半導体大手のｸｱﾙｺﾑは７月３１日、2019年7～9月期の売上高が前年同期比で最大26%減
ると発表した。中国でｽﾏﾎ向け半導体を自前で作る華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）のｽﾏﾎのｼｪｱが上昇
し、OPPO（ｵｯﾎﾟ）などｸｱﾙｺﾑの主要顧客であるｽﾏﾎﾒｰｶｰが苦戦する。業界で進む半導体の
内製化はｸｱﾙｺﾑの経営ﾘｽｸ。
・貿易戦争の結果、ﾌｧｰｳｪｲは中国でｼｪｱを高めることに軸足を移した。
・米調査会社のｽﾁﾗﾃｼﾞｰ・ｱﾅﾘﾃｨｸｽによれば14年に66%のｼｪｱは18年には49%まで下落した。
古くはｽﾏﾎ首位の韓国ｻﾑｽﾝ、最近ではﾌｧｰｳｪｲが10年がかりでﾁｯﾌﾟの内製化を進めたため
だ。

＊「第4弾」しびれ切らす米…対中関税、持久戦打開狙う
ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は1日、中国への関税をほぼ全製品に広げる「制裁第4弾」を9月に発動すると
表明した。2020年の再選を狙うﾄﾗﾝﾌﾟ氏が対中交渉の癒着に焦りを強め強硬手段に出た。意
表を突かれた中国は対抗措置を検討する。両国間協議の打開策は見えず、18年7月の第一
段発動から1年強で貿易戦争は最悪の局面を迎えた。
・ﾄﾗﾝﾌﾟ氏の強硬姿勢には、中国との交渉が停滞していることへのいらだちがある。支持基盤
の農家を意識し、「中国は農産品の大量購入を約束したのに実現していない」と批判した。
・中国は「関税第4弾は米国内の反対が強く、発動しづらい」と見ており、国内でも楽観論が多
かった。中国の戦略は壁にぶち当たった。
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＊復調ZTE、５G攻勢…米制裁に「全面降伏」から1年
　　　　　　　　　　　　　　米、再び警戒姿勢
中国国有企業で通信機器大手の中興通訊（ZTE)が、米国による制裁を経て再び勢いづいて
いる。制裁で経営危機に陥った昨夏から1年。足元では世界の通信大手60社超と次世代通信
規格「５G]の通信網構築で相次ぎ提携し、存在感を急速に高めている。米国が華為技術
（ﾌｧｰｳｪｲ）に制裁を科すなか、その陰で勢いを取り戻すZTE。米国が再び監視の目を強める
可能性がある。
・米国が昨年成立させた「19年度国防権限法」」。同法に基づき今月13日からは予定通り、米
政府機関ではZTEやﾌｧｰｳｪｲなど中国5社からの製品調達は全て禁止する新制裁がスタート
する。
＊米中対立　市場揺らす…元下落、11年ぶり7元台
　　　　　　　　　　　　　　　　　円急伸105円台、株366円安
米中の経済対立と米連邦準備理事会（FRB)の金融政策運営が世界の金融市場を揺さぶっ
ている。5日には中国の通貨・人民元が対㌦で約11年ぶりに１㌦＝7元台に下落。円は8月に
入って3円超の円高・㌦安となる一時１㌦＝105円台まで急伸した。日経平均株価は366円下
落し、米株式市場も大幅安で始まった。世界景気の減速懸念が急増幅し、市場参加者はﾘｽｸ
回避姿勢を一気に強めている。

＊世界の企業収益、再び減…貿易摩擦　ｱｼﾞｱ製造業直撃
世界の企業収益が低迷している。世界の主要企業の2019年4～6月期の純利益は、前年同
期比2%減少した。18年10～12月期以来、２四半期ぶりの減益となる。地域別では5地域中、
米国を除く4地域で減益となった。特に半導体ﾒｰｶｰの影響が大きい韓国や台湾を含むｱｼﾞｱ
が2割減益と振るわなかった。米中貿易戦争が半導体や自動車などを直撃した。米国対中制
裁関税第4弾を決め、企業業績は再び厳しさを増しそうだ。4～6月期米IT独り勝ち・・
世界の主要企業が軒並み減益に陥るなか、3.8%と唯一増益だったのが米国だ。牽引したの
がIT企業だ。前年同期より25%利益を上積みした。

＊商社、世界景気減速が影…4～6月　7社純利益　計5%減
総合商社7社の2019年4～6月期連結決算が2日に出そろった。世界景気の
減速を受けて穀物や自動車、素材ﾋﾞｼﾞﾈｽが苦戦した。7社合計の純利益は前年同期より5%
減った。2日決算発表した住友商事は連結純利益が13%減少、丸紅も25%減った。一方で食
品・流通が好調な伊藤忠商事は4～6月期の最高益を更新した。
⦿商社7社の4～6月期連結決算(単位億円、（）内は前年同期比増減%）
　・三菱商＝純利益1612（▴21）「石炭の生産ｺｽﾄ増。自動車関連も減益」
　・伊藤忠＝純利益1412（30）「住生活事業の利益2倍。情報・金融も好調」
　・三井物＝純利益1250（6)「鉄鉱石値上がりが追い風」
　・住友商＝純利益797（▴13）「鋼管が低調。亜鉛やﾆｯｹﾙ値下がりも響く」
　・丸紅　 ＝純利益651（▴25）「農業関連や紙ﾊﾟﾙﾌﾟ事業が減速」
　・豐田通＝純利益556（19）「電力事業で株式売却益を計上
　・双日　 ＝純利益142(▴28）「石炭価格が下落が重荷」

＊「第4弾」米企業に代償必至…生産移管や値上げ不可避
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備投資・消費に影
米国が9月の発動を決めた対中関税「第4弾」を受け、米景気の減速懸念が
強まっている。中国からの輸入総額の約5割を占め、これまでの制裁より規
模が大だ。消費財の値上げを迫られ、米企業業績の下押しも避けられない。
ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は関税を武器に中国に譲歩を迫るが、設備投資や個人消費が鈍って米経済が深
い痛手を負うﾘｽｸがある。
・iPone販売直撃＝中国の比率が9割のﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ、ｹﾞｰﾑ機、8割のｽﾏﾎに10%の関税がかか
る。さらに玩具の88%、靴の69%、衣料品の42%を中国からの輸入。販売価格に追加関税が上
乗せされる。
・米景気の拡大局面は史上最長となっているが、すでに失速の影が迫る。
＊ｱｼﾞｱの司法　IT化進む…ﾋﾞｼﾞﾈｽ紛争、迅速処理狙う
ｱｼﾞｱ民事裁判手続きのIT化が急速に進んでいる。韓国は最新ｼｽﾃﾑ導入の為、4年間で約
100億円を投じる。新たなIT施設もつくる計画だ。中国では一部の都市で電子商取引に関する
紛争の裁判手続きをｲﾝﾀｰﾈｯﾄで行う。日本もﾋﾞｼﾞﾈｽ紛争のｽﾑｰｽﾞな解決に向けて司法ｲﾝﾌﾗ
のIT化を検討しているが、ｱｼﾞｱ各国のｽﾋﾟｰﾄﾞは速く、周回遅れとなる可能性がある。
⦿ｱｼﾞｱの主要国では民事裁判手続きの電子化が進む
　 世界銀行のﾋﾞｼﾞﾈｽ環境ﾗﾝｷﾝｸﾞ（2019年、司法の利便性）
　　韓国＝2位、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝1位、日本＝52位、中国の一部都市＝6位
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＊通貨安競争　身構える世界…危険な応酬「米、中国を『為替操作国』」
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が5日、中国を25年ぶりに「為替操作国」に指定した。貿易、ﾊｲﾃｸ覇権と続く米
中の歯止めなき応酬は、ついに為替問題までに発展した。ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は人民元安を封じ込
め、制裁関税の拡大で短期決戦を挑む。米利下げでもﾄﾞﾙ相場は約17年ぶりの高値圏にあ
り、米政権内には通貨売り介入論まで浮上する。米中の通貨安競争は、世界経済そのものを
危うくする。
・金本位制が揺らいだ1930年代、大国の英国などが通貨安を仕掛けると混乱は各国に広が
り、世界経済の減速が加速した。そのときの悪夢が再び起きかねないほど、米中の通貨戦争
は危うい。

＊ﾐｬﾝﾏｰ株　外国人に解禁…相場低迷　資金流入狙う
ﾐｬﾝﾏｰがﾔﾝｺﾞﾝ証券取引所の活性化を急いでいる。年内にも外国人の持ち株比率を35%まで
認めて資金流入を促すほか、未上場株市場も新設し資本市場の裾野を広げる。2011年の民
生移管とそれに伴う経済改革で沸いた外国からの直接投資熱が一段落してきたため、金融
市場を通じて外国からの資金を呼び込む考えだ。
・ﾐｬﾝﾏｰはﾗｵｽ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱと比較されることが多い。目標とするのはﾍﾞﾄﾅﾑだ。
＊中国技術力に過大評価…自動運転、保守的規制が壁
　　　　　　　　　ﾆﾅ・ﾁｬﾝ氏（「ﾁｬｲﾅｰ・ﾏﾈｰ・ﾈｯﾄﾜｰｸ」の創業者）
中国は経済力や技術力を向上させ、米国が長期にわたって維持してきた覇権を奪おうとして
いる‥‥…。現在の米中関係を動かす特徴の一つはこうした恐怖を米国が抱いていることだ
が、その多くは実体がないことに気付いている人は少ない。中国の技術力はあまりにも過大
評価されている。
・例えば自動運転車。中国の自動運転者に立ちはだかる壁の一つは、事故の危険を避けよう
とする政治的保身からくる当局者の保守的規制だ。中国では公道走行試験の許可を取るの
に時間もｺｽﾄも大幅にかかる。圧倒的に米国と比して実績が少ない。
・中国の自動運転を手掛ける人は米国で教育を受けている。彼らのﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙはｳｪｲﾓをま
ねることだ。「米国をｺﾋﾟｰせよ」が主流である。
・米中の技術力には雲泥の差がある。ﾋﾞｼﾞﾈｽ環境の実現には長時間必要。

＊東南ｱ新車販売1～6月横ばい…ﾀｲ7%増、通年首位も視野
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の1～6月の新車販売台数は170万台で前年同期と比べ横ばいだった。2
大市場であるﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱで売れ行きの明暗が分かれている。消費が好調なﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
で売れ行きの明暗が分かれている。消費が好調なﾀｲが前年同期比7%増えた一方、資源価格
下落に直面するｲﾝﾄﾞﾈｼｱは13%減った。ﾀｲが5年ぶりに首位になる可能性がある。
・ﾀｲは1～6月の新車販売台数が前年同期比7%増の52万台となった。このﾍﾟｰｽが続けば2年
連続で100万台を超える見通しだ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの不振の要因は輸出品の石炭やﾊﾟｰﾑ油の価格
下落だ。
・東南ｱｼﾞｱ市場はﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱだけで6割を占める。

＊対中関税第4弾、来月発動…東南ｱ対米輸出「一層増加の見方」
米国が中国製品のほぼすべてに追加関税を課す「第4弾」を9月に発動する方針を示したこと
で、中国の代替拠点となる東南ｱｼﾞｱからの米国向け輸出はさらに増える。
・2018年夏に米国が3回にわたって中国に制裁関税を課して以降、東南ｱｼﾞｱの多くの国は米
国向け輸出を伸ばしてきた。19年1～6月期はﾍﾞﾄﾅﾑが前年同期比27.4%増やしたのを筆頭
に、ﾀｲが17.4%、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙも4.8%輸出増。
・中国企業が米国に輸出していた製品を東南ｱｼﾞｱ市場に振り向ければ、需給が歪み、現地
企業を圧迫する恐れもある。

＊ﾀﾞｲｷﾝ　純利益6%増　4～6月最高益　日欧で空調好調
ﾀﾞｲｷﾝ工業の業績拡大が続いている。6日発表した2019年4～6月期の連結決算は純利益が
前年同期比6%増の631億円だった。省ｴﾈ効果を背景に国内や熱波が襲った欧州などでｴｱｺﾝ
が好調。半導体市況悪化で産業向け素材を扱う化学事業は苦戦したが、4～6月期として6年
連続の最高益を確保した。今後は一部で空調販売に減速感のある中国市場や円高による影
響をどう凌ぐかが課題となる。
・「挑戦目標」として2950億円の営業利益を掲げる。足元の相場は円高だが、ﾀﾞｲｷﾝ幹部は
「順調に進んでいる」と述べた。対㌦で1円の円高は輸出採算などで営業利益を18億円押し下
げる。

＊人民元　崩れた7元の壁…資本流出には警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「中国指導部、容認の見方」
人民元相場が5日、対㌦で１㌦＝7元台に下落した。元安を食い止める7元の「防衛ﾗｲﾝ」がつ
いに崩れ、ほぼ11年ぶりの安値に沈んだ。米国との貿易戦争で不振に陥った輸出を後押し
するため、習近平指導部が元安容認に動いたとの見方がある。しかし、一段の元安は国外へ
の資本流出を加速させかねない。習指導部にとって元安はもろ刃の剣である。
・15年以降の元安を食い止めるために為替介入を多用した結果、4兆㌦近くあった外貨準備
は3兆1千億㌦まで減った。投機的な元売りが株安につながれば中国から海外への送金制限
といった強硬策を再開する可能性もある。
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2019/8/11 医薬 ＊がん治療に第5の道…薬剤で目印、放射線・光を照射
がん細胞に薬剤で目印を付けて放射線や光で破壊する新しいがん治療法が2020年にも始ま
る。周囲の組織へ浸潤したり再発した治療の難しいがんへの効果が期待される。治療に使う
装置や薬の課題は残るが、医療界に新しい潮流を生みそうだ。
・放射線治療は抗がん剤などと比べ患者への負担が少なく、市場は拡大。
・BNCT（ﾎｳ素抽選し補足療法）を巡っては現在、国内で複数施設が建設されている。中性子
を従来主力だった原子炉ではなく加速器で作ることに成功した。装置を病院に設置できるま
で小型化できたのが追い風だ。
・住友重機、日立、三菱重工が設備を開発している。課題はｺｽﾄ。

＊ﾌｧｰｳｪｲが独自OS「ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞ優先」…米禁輸に備え事前策
中国の通信機器最大手、ﾌｧｰｳｪｲが9日、独自開発の基本ｿﾌﾄ（OS)を発表した。米国による
事実上の禁輸措置で供給網が寸断されても、半導体も含めて自前の技術で乗り切れるとｱ
ﾋﾟｰﾙする狙いがある。ただ本音では、顧客の利便性が高い米ｸﾞｰｸﾞﾙのOS「ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞ」の採用
継続が望ましいとみており、独自OS開発は禁輸という最悪のｹｰｽに備えた次善の策だ。
・問題なのは欧州など海外市場だ。中国外で販売するｽﾏﾎは、基本的にｸﾞｰｸﾞﾙの機能を組
み込んでいる。禁輸でこうした機能が使えなくなれば客離れは避けられない。米調査会社ｶﾅﾘ
ｽの賈沫ｱﾅﾘｽﾄは「ﾌｧｰｳｪｲの海外事業は断崖のように急落する」と予測する。
＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　排水浄化7700億円…ﾏﾚｰｼｱ依存脱却
政府が下水道の「高速道路」と位置付ける、総額100億ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㌦（約7700億円）のｲﾝﾌﾗ整
備計画だ。公益事業庁（PUB）のｳﾝ・ｼﾞｮｰｲｰ長官は「一滴の排水も無駄にしない」と強調す
る。長年、大量の水の供給を受けてきた隣国ﾏﾚｰｼｱから揺さぶりをかけられているためだ。
・ﾏﾚｰｼｱ側にも自国の水確保を優先せざるを得ない事情がある。19年春、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに水を供
給するｼﾞｮﾎｰﾙ州を含む複数の州のﾀﾞﾑの貯水率が大幅に下がり、ｾﾞｲﾋﾞｱ水・土地・天然資源
相はｺﾒ農家に栽培時期の延期を要請するに至った。雨量減少と気温上昇が原因で、気候変
動の影響がさらに大きくなれば、水資源の豊富なﾏﾚｰｼｱも本格的な対策が迫られる。

＊ｲﾝﾄﾞ「影の銀行」　景気の足かせ…ﾉﾝﾊﾞﾝｸ信用不安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　車ﾛｰﾝ抑制、販売急減
ｲﾝﾄﾞで「影の銀行」の信用問題が景気の足かせになっている。ｲﾝﾌﾗ金融大手の経営悪化がﾉ
ﾝﾊﾞﾝｸ業界全体の資金繰り問題に波及し、とくに自動車ﾛｰﾝの減少が新車販売に急ﾌﾞﾚｰｷを
かけている。販売店の閉鎖も相次いでおり、雇用にも影響し始めた。当局は金融市場への資
金供給策などに乗り出したが、効果はまだていない。余波は自動車以外にも広がる懸念があ
る。
・印政府は6月、無理な融資を続けたIL＆FSの問題を見抜けなかった大手法人のﾃﾞﾛｲﾄや
KPMGに、国内で5年間の監査業務を禁じる法的手段をとる。
＊「元安ｶｰﾄﾞ」踏み込む…中国、米に譲らず
中国人民銀行は8日、人民元取引の目安となる基準値を約11年ぶりに1㌦7元台に設定した。
米国が「中国は元を意図的に切り下げている」と批判を強めるなか、「元安ｶｰﾄﾞ」を手放さない
姿勢を示した。中国は景気下支えのため緩やかな元安を容認しつつ、資本流出を招きかねな
い急速な元売りは阻止するという難しい対応を迫られる。
・先進国で長期金利が急低下している。米中対立が泥沼化するとの懸念を背景に、ﾏﾈｰが株
式から国債へとシフトしているためだ。

＊ｽｽﾞｷ、ｲﾝﾄﾞで新型四駆…35年ぶり販売　不振市場ﾃｺ入れ
2019年度中にも35年ぶりの新型となる小型四輪駆動車を販売。農村部の需要が見込めると
見て新型車を投入する。ｶﾞﾗｽ張りの移動式ｼｮｰﾙｰﾑも展開して、農村部の需要を掘り起こ
す。
・四駆車「ｼﾞﾌﾟｼｰ」の後継車で「ｼﾞﾑﾆｰｼｴﾗ」をﾍﾞｰｽにした四駆車を発売する。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ中国ｽﾏﾎ銀　農村席巻…ｱﾘﾊﾞﾊﾞVSﾃﾝｾﾝﾄ「融資１億人」
ｱﾘﾊﾞﾊﾞとﾃﾝﾈﾝﾄが中国の金融地図を一変させつつある。傘下の「ｽﾏﾎ銀行」の融資対象が1
億人を超え、銀行借り入れがしづらかった農村住民や零細企業にお金が回りやすくなった。
年3000兆円近いｽﾏﾎ決済の膨大な情報と人口知能を使い貸付けの判断を下す。究極の「未
来型」金融が姿を現した。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ系ｽﾏﾎ銀行「網商銀行」は河北省の柳林村のように銀行がない農村でも、担保に乏
しい零細企業や自営業でも貸す。2015年の開業から4年で1700万業者に融資。うち8割が初
めての借り入れだ。
・過剰債務の恐れ‥両行の融資残高は18年末で計1700億元で、不良債権率は1%前後に留
まる。返済が滞ってｽﾏﾎ決済が凍結されれば中国では生活に支障を来すため、返済の優先
順位は高い。ﾘｽｸもはらむ。



2019/8/12 企業D

2019/8/14 経済

2019/8/14 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2019/8/14 経済

2019/8/14 経済

2019/8/15 経済

2019/8/15 経済

＊中国新車販売　通年２ｹﾀ減も…1～7月11%減　過去最悪ﾍﾟｰｽ
中国の新車販売が1年以上にわたり、前年実績を割り込む異常事態が続いている。中国汽車
工業協会が12日発表した。7月の新車販売台数は前年同月比4.3%減となり、13ヵ月連続でﾏｲ
ﾅｽとなった。2019年は通年で前年割れは確実で、過去最悪の2桁減の可能性もある。下半期
の巻き返しがｶｷﾞだが、株価は足元で落ち込み、政策もちぐはぐさが目立つ。復活の道筋は
立っていない。
・新車販売減の要因は3つ、①個人投資家が8割を占める株式市場は代表的な上海総合指
数が3000を割り込むと新車の買い控えにつながる。②中国は景気が悪くなると住宅ﾛｰﾝを組
みやすくする。その為、車を買い控える。③7月1日、国内の約半分の地域に新排ｶﾞｽ規制「国
6」を導入した。
＊ｲﾝﾄﾞ新車販売30%減…7月、08年以来の下げ幅に
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が13日発表した7月の新車販売は、前年同月比30%減の25万7656
台だった。前年割れは9ヵ月連続。30%の大幅な落ち込みは金融危機直後の2008年11月（30%
減）以来となる。自動車ﾛｰﾝを扱う金融機関の貸し渋りや保険負担の増加、景気減速に伴う
需要減が背景にあり、深刻な状況に陥り始めている。
・乗用車の7月販売台数はﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが37%減、現代は10%減、ﾀﾀは45%減。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、船舶用でも攻勢…空調　環境規制に対応「独自冷媒」
空調世界一を目指すﾀﾞｲｷﾝ工業が船舶用の空調ｼｽﾃﾑでも攻勢に出る。舶用空調の環境規
制強化を見越し、温暖化への影響が小さい独自冷媒を前面に押し出す。陸上で多く使う冷媒
を配合し、米ﾃﾞｭﾎﾟﾝなどと比べｺｽﾄも抑制。ｴﾝｼﾞﾝの振動や船体の揺れ、塩害などに耐えられ
る空調機器と組み合わせ、海外勢に対抗する。
・ﾀﾞｲｷﾝが舶用に力を入れる背景には世界的な規制強化の流れがある。欧州ではFｶﾞｽ規制
により20年以降、R404Aに新たに使えなくなる。「規制対象の冷媒を使う船は欧州の港に接岸
できず、沖合での修理を余儀なくされる」。

＊中国経済に下押し圧力…外資の生産が低迷「衣服・家電振るわず」
⦿7月の中国経済は生産・消費が弱含んだ（固定資産は1月からの累計比）
　・輸出＝6月🔼1.3➚7月3.3「東南ｱｼﾞｱ向け好調、関税前の駆け込みも」
　・工業生産＝6月6.3➘7月4.8「10年半ぶり低水準、貿易戦争で外資ﾏｲﾅｽ
　・小売売上＝6月9.8➘7月7.6「車が反動減、衣服や家電も振るわず
　・固定資産投資＝6月5.8➘7月5.7「不動産開発が減速、ｲﾝﾌﾗも伸びず

＊米政府、中国5社排除…国防権限法を適用「ﾌｧｰｳｪｲなど調達禁止」
米政権は13日より中国5社の製品が中国政府のｽﾊﾟｲ活動に悪用されることを懸念し、今後も
段階的に締め出しの圧力を強める方針だ。米政府は強硬姿勢を崩しておらず、事業展開の
先行きへの不安感も広がっている。
・「単純に禁止するのではなく、政府がﾘｽｸ管理をする枠組みを作るべきではないか」。ﾌｧｰｳｪ
ｲの代理人は7月下旬、政府が開いた国防権限法に関する会議で訴えた。英国のように専門
機関が個別に機器の脆弱性を評価する制度を提案した。

＊米関税第4弾、ｽﾏﾎなど12月に…先送り品目　中国依存9割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾄﾗﾝﾌﾟ氏「消費配慮」
中国製品への制裁関税「第4弾」をめぐり、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が発動を12月に先送りした対象品目
は、ｽﾏﾎや玩具など輸入全体の9割を中国に依存する消費財がずらりと並んだ。中国への圧
力も強めつつも、米個人消費への影響を抑えたいﾄﾗﾝﾌﾟ大統領の思惑が明確に反映された。
・米国の企業や消費者への影響を最小限に抑えるため、他国からの代替調達が難しい品目
を注意深く選んで先送りを決めた米政権の意図が伺える。ただ、今回の措置は問題の先送り
に過ぎない。12月15日が問題だ。

＊中国席巻、風力も太陽も…量拡大、技術でも先行
ｴﾈﾙｷﾞｰを巡る世界の構図が大きく変わっている。太陽光や風力などの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰが
普及期に入り、温暖化対策に向けて化石燃料は転機を迎えた。再生ｴﾈとｼｪｰﾙｶﾞｽの伸びは
中東に依存した供給の構造も転換する。
一方で日本の戦略は原子力政策をはじめとして停滞が目立つ。再生ｴﾈに進む世界を前に、
日本も立ち止まってはいられない。
・中国では2018年までの10年間で風力の発電容量が22倍、太陽光は700倍弱に急拡大した。
世界全体で風力が5倍、太陽光が33倍になったけん引役だ。中国国内の太陽光はｺｽﾄが下
がり、普及出来るﾚﾍﾞﾙに近づいている。
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＊ﾃﾝｾﾝﾄ、ｴﾝﾀﾒ集中…人気ｺﾝﾃﾝﾂ、大型投資で確保
　　　　　　　　　　　　　　 資金力生かし、ｱｼﾞｱ開拓
中国のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手ﾃﾝｾﾝﾄが音楽や動画配信、ｹﾞｰﾑ開発など娯楽分野で海外有望企業へ
の出資など事業展開を加速している。新興国（6月にﾀｲで動画配信ｻｰﾋﾞｽを開始）のｴﾝﾀｰﾃｨ
ﾝﾒﾝﾄ市場の開拓で伸び悩む海外事業の成長につなげる狙いだ。中国国内で稼ぎだす豊富な
資金を持つﾃﾝｾﾝﾄの攻勢で、米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽなどを巻き込んだ競争が激しくなるのは必至だ。
・中国企業は世界規模のﾈｯﾄ企業を輩出している反面、一般企業や行政機関のIT化は遅れ
て入り、成長余地は大きい。中国の調査会社、前膽産業研究院によると、24年には中国国内
企業などのIT化市場は19年予想の約8千億元（約12兆円）から12倍に拡大する見通しだ。

＊台湾、2.46%成長に上振れ…19年見通し　中国から生産ｼﾌﾄ
台湾の行政院主計総処は16日、2019年通年の実質経済成長率が前年比2.46%になる見通し
と発表した。5月時点の予想から0.27㌽上方修正した。
米中貿易戦争の激化を受け、IT機器の生産を担う台湾企業が、工場など中国から台湾へとｼ
ﾌﾄしている。対米輸出が伸びているほか、生産の能力増強に向けた設備投資が成長率を押
し上げる。
・昨年後半から台湾に生産移設する動きが活発。19年初めから7月末までに累計約5千億台
湾㌦（約１兆7000億円）に達する。

＊台湾IT 売上高横ばい…7月　米中摩擦の駆け込み一巡
世界IT景気を占う台湾の主要19社の2019年7月の売上高を集計したところ、合計額は前年同
月比横ばいだった。前月まで4ヵ月連続で増収だった。ﾊﾟｿｺﾝ（PC)などの在庫積み増す駆け
込み需要が一巡した。
・19社の売上高合計は9583億台湾㌦で、前月より2社多い10社が増収。

＊ﾀｲ直接投資2倍に…中国から生産移管受け皿（1～6月日中けん引）
ﾀｲ投資委員会（BOI)は、2019年1～6月の国外からの直接投資額が前年同期比2.1倍の1471
億ﾊﾞｰﾂ（約5100億円）だったと発表した。日本が約2倍、中国が約5倍、台湾3倍に膨らんだ。
・日系製造業の工場移転を見込み、総合商社による工業団地の開発も盛んになっている。今
後はﾀｲへの生産移転が輸出の回復につながるかが注目されている。

＊ﾚﾉﾎﾞ、純利益2倍…4～6月　ｻｰﾋﾞｽ事業が貢献
ﾊﾟｿｺﾝ世界最大手のﾚﾉﾎﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが15日発表した2019年4～6月期決算は純利益が前年同期
比約2倍の1億6200万㌦（約170億円）だった。機器の保守などｻｰﾋﾞｽ事業の強化が奏功した
ほか、ｽﾏﾎ事業の構造改革（「ﾓﾄﾛｰﾗ」が中心）の成果も大きかった。
・20年にｻｰﾋﾞｽ中止になる「ｳｲﾝﾄﾞｳｽﾞ7」の更新需要も追い風に、ｱｼﾞｱ太平洋や北米などの地
域で販売攻勢をかけた。

＊化粧品大手、東南ｱに照準…中国客　旅行先まで追いかける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 爆買い後も囲い込み
資生堂や仏ﾛﾚｱﾙなど化粧品の世界大手が、東南ｱｼﾞｱを訪れる中国人観光客の取り込みに
力を入れ始めた。日本での爆買いﾌﾞｰﾑが一段落し、次に需要を取り込む場として人気の旅
行先になっているｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなど東南ｱｼﾞｱに目を付けた。空港免税店での販売拡大を目指す
だけでなく、帰国後にﾕｰｻﾞｰになってもらう狙いもある。
・日本で購入した中国客が帰国後に買う需要を狙ったﾋﾞｼﾞﾈｽ。資生堂は中国での店舗拡充と
ともに、ｱﾘﾊﾞﾊﾞとTﾓｰﾙに限定商品を共同で開発する。東南ｱｼﾞｱが主戦場と見て同地域の本
部もｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに移す。
・米ｴｽﾃｨ･ﾛｰﾀﾞｰも中国や東南ｱｼﾞｱの売り上げを伸ばしている。特に現地を旅する中国人観
光客を狙う。

＊中国で5Gｽﾏﾎ発売…ﾌｧｰｳｪｲ、予約100万台
華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は16日、次世代通信規格「5G」に対応する同社初のｽﾏ
ﾎを中国で発売した。15日までで100万台を超える予約があり、出足は好調だという。米国の
制裁を受けて海外でのｽﾏﾎ販売が減速する中、5G分野で攻勢をかけ、中国のｽﾏﾎ需要を喚
起する。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ「追販１強」さらに…顧客2割増　ｼｪｱ奪う・営業利益3倍（4～6）
通販市場ではｼｪｱ6割に迫るｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が一人勝ち、他を圧倒する。ｱﾘﾊﾞﾊﾞの強引な手法に
家電大手（格蘭仕・ｷﾞｬﾗﾝﾂ）が反旗を翻すなど、摩擦も顕在化している。通常、ｱﾘﾊﾞﾊﾞのTﾓｰ
ﾙに出店するﾒｰｶｰは良好な関係の構築に腐心する。販促方法や価格設定など好条件を引き
出さなければ「無数の商品に埋もれ、利用者の目に留まらない」（ﾒｰｶｰ関係者）からだ。
・ｷﾞｬﾗﾝﾂの声明によると、ｱﾘﾊﾞﾊﾞから「業界3位の拼多多（ﾋﾟﾝﾄﾞｳﾄﾞｳ）からの撤退」を求めてき
た。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞには逆らえない＝日系食品ﾒｰｶｰの関係者は「ｱﾘﾊﾞﾊﾞに『どこよりも安い価格で販売
してくれ』といわれれば逆らえない」と本音を打ち明ける。
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＊米、ﾌｧｰｳｪｲ禁輸強化…一部例外措置は90日延長
米商務省は19日、中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への米国製品の禁輸措置を
強化すると発表。保守に関わる一部取引のみ認める例外措置を3ヵ月延長するが、制裁の緩
和には踏み込まない。引き続き米中対立の大きな火種になる。
・禁輸措置発動後も、米半導体大手のﾏｲｸﾛﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰやｲﾝﾃﾙはﾌｧｰｳｪｲへの部品供給は
続けている。米国外で生産するなど禁輸措置の対象とならないよう対応しているとみられる。
子会社46社追加へ＝米商務省は新たに制裁回避を防ぐためにﾌｧｰｳｪｲの子会社46社を対
象に加える。

＊宅配　広がる「ｳｰﾊﾞｰ流」…空き時間活用　副業運転手が急増
　　　　　　ｱﾏｿﾞﾝ、個人の配送網「CBｸﾗｳﾄﾞは1万人組織」
配車ｻｰﾋﾞｽ「ｳｰﾊﾞｰ」の物流版といえる個人配送が本格的に広がり始めた。ｽﾏﾎのｱﾌﾟﾘを用
い、空き時間に荷物を配る。大量の荷物を扱うｱﾏｿﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ（東京・目黒）はこうした個人を活
用した配送網の構築に乗り出した。国内宅配便数は急増し、運転手不足も深刻ななか、自由
度の高い働き方が注目されつつある。長引く物流危機の解決策になり、業界地図が変わる可
能性もある。
・「週50時間で月額40万～43万円を稼ぐことが可能。時間と日時を自由に選べる働き方で
す」。ｱﾏｿﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝは首都圏と愛知県の一部で個人の運送自業者に宅配を委託する「ｱﾏｿﾞﾝﾌ
ﾚｯｸｽ」を始めた。2時間単位の業務が可。
・CBｸﾗｳﾄﾞ（東京・千代田区）は1万人超の個人事業主の運転手を束ねる。

＊中国VC投資　選別段階…有望企業は資金流入続く「1～6月73%減」
中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ投資が減速している。1～6月までのVC投資は前年同期比
73%減の約163億㌦（約1兆7300億円）に落ち込んだ。
⦿ﾗｲﾄｽﾋﾟｰﾄﾞ・ﾁｬｲﾅｰの主な投資先（ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰに本拠を置く有力VC)
　・大衆点評＝ﾚｽﾄﾗﾝなど口ｺﾐｻｲﾄ大手。15年にﾈｯﾄ出前の美団と統合。18
　　年に香港取引所に上場し、時価総額は5兆円超
　・拼多多＝米ｸﾞｰｸﾞﾙ出身者が起業した共同購買ｻｲﾄ大手。ﾃﾝｾﾝﾄも出資。
　　18年に米ﾅｽﾀﾞｯｸに上場し、時価総額は約3兆円
　・小鵬汽車＝14年設立のEVﾍﾞﾝﾁｬｰ。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ出資。企業価値約4千億円
　・途家＝100万以上の物件数を抱える民泊。企業価値1500億円
　・融360＝金融商品の比較ｻｰﾋﾞｽを展開。関係会社がNYSEに上場

＊中国版GPS網　最大に…6割強の国で米国を抜く
電子機器や自動車位置情報を得るために必要な「位置衛星」。中国が開発した衛星の稼働
数が2018年に米国製を抜き、世界の3分の2の国の上空で最も多いことが明らかになった。中
国製に対応したｽﾏﾎや車載機器も急増している。宇宙のｲﾝﾌﾗ網を広げ、位置ﾃﾞｰﾀﾋﾞｼﾞﾈｽで
主導権を握ろうとする中国の狙いが鮮明になっている。
・測位衛星は米国の全地球測位ｼｽﾃﾑ（GPS)が先行し、EC、ﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞ、日本も運用する。中
国が開発した「北斗」は00年から発射した。多くは軍事目的だったが民間に開放。ｽﾏﾎやｶｰﾅ
ﾋﾞ、航空機や船舶の制御などに利用。
・130ヵ国で1日の最大観測数がGPSを上回った。ｱｼﾞｱやｱﾌﾘｶなど100ヵ国で観測数が最大
だった。
・特定地域で信号を狂わせることも可能という。悪用を懸念する。

＊東南ｱｼﾞｱ、経済成長に陰り…ﾀｲ、4年9ヵ月ぶり低水準「4～6月」
東南ｱｼﾞｱ経済に米中貿易戦争が落とす影の濃さが増している。2019年4～6月期の実質国内
総生産（GDP)伸び率は、ﾀｲやｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが輸出の減少で落ち込む一方、中国からの生産移
転がいち早く進むﾍﾞﾄﾅﾑは高成長を持続した。各国は政策金利の引き下げなど景気刺激策
に取り組むが、通貨安や資本流出の懸念を抱える。
・各国の4～6月のGDP伸び率＝ﾀｲ・2.3%増、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・0.1%増、ﾍﾞﾄﾅﾑ6.71%増、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾏﾚｰｼｱ・4.9%増、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・5.05%増、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ・5.5%増

＊中国製造業、海外移転の波…中堅・準大手が8割
中国製造業の海外移転が中堅企業にも広がっている。2018年夏以降、海外への生産移転や
増産を表明した上場企業は30社を超え、売上高100億円（約1500億円）未満が8割を占めた。
米国との貿易戦争に収束の兆しが見えない中、米ｱｯﾌﾟﾙなど外資企業に続いて中国勢も対
応を加速し始めた。
⦿海外移転した主な中国企業（売上高は2018年12月期）
   ﾍﾞﾄﾅﾑへ＝・海利得「化繊」535、・恒林椅業「家具」347、・TCL集団「ﾃﾚﾋﾞ」
　　　17,004、・魯泰紡織「繊維」1,031、・信隆健康「自転車」225、・和而泰
　　　「家電部品」400、・春光橡塑「樹脂製品」76
　 ﾀｲへ＝・江蘇通用「ﾀｲﾔ」577　　　ｾﾙﾋﾞｱへ＝・玲瓏ﾀｲﾔ「ﾀｲﾔ」2,295
　 ﾏﾚｰｼｱへ＝・江蘇新泉「自動車部品」510
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＊貿易縮小　世界景気下押し…日本、輸出8ヵ月連続減　独・英も
貿易が縮小し、世界で景気を下押しする流れが強まっている。日本の輸出は7月まで8ヵ月連
続で減り、10月の消費増税に外需不振のﾘｽｸがのしかかる。米中の関税合戦はｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
を通じて世界各国の経済に影を落とし、中国への輸出が多いﾄﾞｲﾂなど4～6月期にﾏｲﾅｽ成長
に沈む国も出てきた。外需頼みの成長加速ｼﾅﾘｵは描きにくい。
・10月に消費増税を控え、政府の対策で消費の腰折れを回避しても、10～12月期は一時的な
ﾏｲﾅｽ成長に陥るとの見方が大勢だ。

＊中国　相次ぐ銀行支援…地方経済の低迷波及「錦州銀、大手出資」
中国で銀行の経営難が相次いで表面化し、当局主導で支援する動きが広がってきた。内ﾓﾝ
ｺﾞﾙ自治区に本店を置く包商銀行を5月に公的管理下に置いたほか、7月に遼寧省を地盤とす
る錦州銀行への大手国有銀行の出資が決まった。山東省の恒豊銀行も政府系ﾌｧﾝﾄﾞが支援
する方向。地方の疲弊が背景にあり、中国経済は成長鈍化と金融ﾘｽｸの二重苦を抱える。
・地方経済の低迷で融資先が見つからず、高ﾘｽｸの有価証券に傾斜する悪循環も広がる。金
融関係者の間で「危ない12行ﾘｽﾄが出回る。
・現時点では四大国有銀など上位行は健全で、金融ｼｽﾃﾑ全体は揺らいでいない。指導部は
ｼｽﾃﾑ不安の発生を警戒している。

＊米、先端研究狙い撃ち「ﾌｧｰｳｪｲ禁輸強化」…競争力そぐ
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が中国通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の先端研究開発に制裁を広げて
いる。米商務省が19日に発表した同社への禁輸措置の対象を分析したところ、少なくとも11
の研究拠点が含まれていることが分かった。同社の拠点数全体の2割を超える。米政権は生
産や販売の分野が中心だった。制裁を川上にも拡大し、次世代通信規格「５G」など先端領域
で競争力を高める同社の勢いをそぐ狙いがありそうだ。
⦿ﾌｧｰｳｪｲの研究開発費は世界有数の規模（順位、社名、開発費：億ﾕｰﾛ）
　　　①ｻﾑｽﾝ電子（韓）134②ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ（米）③ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ（独）131
　　　④ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ（米）123⑤ﾌｧｰｳｪｲ（中）113⑥ｲﾝﾃﾙ（米）109
　　　⑦ｱｯﾌﾟﾙ（米)97  ・・・・・・・⑫トヨタ自動車（日）79

＊ｱｼﾞｱ勢　事業拡大…中国・兗州煤業、豪2位に
ｵｰｽﾄﾗﾘｱや欧州の資源各社が脱・石炭に動く一方、発電用の石炭（一般炭）事業を拡大する
のが中国やｲﾝﾄﾞ、ﾀｲなどｱｼﾞｱ勢だ。世界全体で長期的に石炭需要が減少する見通しだが、
急速な経済成長に伴って急増する電力利用を満たすため、価格の安い石炭の需要が見込ま
れる。
・中国・兗州煤業が英豪ﾘｵ・ﾃｨﾝﾄ傘下だった炭鉱会社を買収した。一般炭事業で中国・兗州
煤業はｽｲｽの資源商社ｸﾞﾚﾝｺｱに次ぐ2位となっている。
・結果的に新興国勢を中心とした勢力図塗り替えが進みそうだ。

＊小米、海外販売4割に…ｽﾏﾎ、欧州で伸びる「4～6月」
中国ｽﾏﾎ大手の小米（ｼｬｵﾐ）が20日発表した2019年4～6月期の売上高は前年同期比15%増
の519億元（約7800億円）。ｲﾝﾄﾞや東南ｱｼﾞｱに加え、ｽﾍﾟｲﾝなど欧州でのｽﾏﾎ販売が伸びた。
6月末の海外販売拠点は前年の2倍になった。その結果、海外比率は4割を突破。高級機種
の販売も伸びた。

＊百度、純利益62%減「4～6月」
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ検索最大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）が19日、発表した2019年4～6月期の純利益は前
年同期比62%減の24億1200万元（約360億円）だった。1～3月期の最終赤字から黒字に転換
する。売上高は1%増でﾈｯﾄ企業の成長としては低調だった。
・百度が成長分野と位置付けるAI領域ではAIｽﾋﾟｰｶｰの出荷台数は世界3位、中国で1位、ｸﾗ
ｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽでも中国で3位と結果を示した。

＊ｱｯﾌﾟﾙ、中国最大手採用…ｽﾏﾎ用有機EL「ｺｽﾄ減へ最終調整」
米ｱｯﾌﾟﾙはｽﾏﾎ「iPhone」の性能を左右する中核部品、有機ELﾊﾟﾈﾙで中国ﾊﾟﾈﾙ最大手製の
採用へ最終調整に入った。現行機種で使う韓国ｻﾑｽﾝ電子製に比べ2割程度安く調達できる
見通し。ｺｽﾄ削減を加速して低下するｼｪｱ回復を目指す。液晶に続き有機ELでも中国勢が台
頭し、世界のｽﾏﾎ部品業界の勢力図にも影響を与えそうだ。
・ｱｯﾌﾟﾙが価格の安いBOE（京東方科技集団）からの調達に動くのはｽﾏﾎのｼｪｱ低下と米中貿
易戦争に直面し、競争力向上へｺｽﾄ削減を迫られているためだ。関税10%のｺｽﾄ削減達成が
思惑にある。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ「浸透する中国」…基地「30年利用」の密約？
中国がｶﾝﾎﾞｼﾞｱに軍事拠点を置くとの疑惑が深まっている。両国の蜜月が安全保障に及べば
地政学上の影響は大きい。「一帯一路」の最前線で何が起きているのか。
・同国南西部の港町、ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ。東南ｱｼﾞｱで最も「中国化」が進む街。中国系ｶｼﾞﾉの建設ﾗｯ
ｼｭ。ﾎﾃﾙ、商店、飲食店が進出し、労働者や観光客がなだれ込む。「ここのﾎﾃﾙのｵｰﾅｰは中
国人。周りのﾎﾃﾙは全部そう。私たちも中国語を勉強している」とﾎﾃﾙの従業員がささやく。
・街の中心から南東のﾘｱﾑ海軍基地の一部を少なくとも30年間、中国が独占利用するという。
ｶﾝﾎﾞﾞｼﾞｱのﾌﾝ･ｾﾝ首相は報道を「でっち上げ！」と否定。
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2019/8/27 経済 ＊信用ｽｺｱ　中国でも詐欺も…職業や支払い履歴で「人の格付け」
学歴やｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの支払い履歴などのﾃﾞｰﾀを使い、個人の信用力を人工知能（AI)で数値化
する「信用ｽｺｱ」が日本でも広がりつつある。個人のﾆｰｽﾞに沿った融資や優待を提供する糸
口になるが、先行する中国では「ｽｺｱ至上主義」に付け込んだ詐欺などの被害も出始めた。”
人の格付け”が日本でｲﾝﾌﾗとして定着するには、不正対策やﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの保護が課題になり
そうだ。
・5指標で算出＝ｱﾘﾊﾞﾊﾞ系の「芝麻信用」は世界で10億人超が使うｽﾏﾎ決済ｼｽﾃﾑ「支付宝（ｱ
ﾘﾍﾟｲ）」の機能の一つだ。①学歴や職歴など社会的身分②税金などの支払い状況や保有資
産③公共料金やｶｰﾄﾞの支払い履歴④人脈や交友関係⑤消費の特徴ーなど5指標に分類し、
膨大なﾃﾞｰﾀをAIが分析して点数化する。一定以上のｽｺｱだと低い金利で融資を受けれたりﾎ
ﾃﾙ予約の保証金が不要になる等の特典が受けられる。

＊住商など、新興勢に出資
最近は日本の商社によるｴﾈﾙｷﾞｰ関連の新興企業への出資も増えてきた。資源開発が中心
だった商社のｱﾌﾘｶﾋﾞｼﾞﾈｽが消費者向けﾋﾞｼﾞﾈｽに広がる転機になりそうだ。
・住友商事は20年3月までにｹﾆｱのﾊﾟﾜｰｼﾞｭﾝに出資する予定だ。ﾊﾟﾜｰｼﾞｭﾝは村単位で太陽
光発電所や蓄電池、送電網を建設し、家庭向け電力小売りを手掛ける。将来は農業資材や
日用品の販売網として生かすことを検討。
・三菱商事はEDFと組み、ｺｰﾄﾎﾞﾜｰﾙで太陽光ﾊﾟﾈﾙと蓄電池を貸し出す事業を始める。
・日本の商社は日本国内などで培ってきた小売業のﾉｳﾊｳがある。欧州勢と違いを出し、ｱﾌﾘ
ｶで「電力＋小売り」の新機軸を打ち出せるかが試される。

＊米中経済　分断に拍車…米、人民元封じ「中国、農産物を狙う」
米中貿易戦争の報復の連鎖が止まらない。米中両国政府は23日、相手国の追加関税に対
する報復措置を発表。制裁関税の対象はほぼすべての輸入品に広がり、報復手段は関税率
の引き上げに移ってきた。中国は人民元安で関税の影響を相殺するのが難しくなり、米中に
またがる供給網の分断が確実。

＊中国、米価関税第4弾に報復…750億㌦分　最大10%
中国国務院（政府）は23日夜、米国が9月から発動する予定の対中制裁関税「第4弾」への報
復措置を発表した。原油や農産物など5078品目・約750億㌦分（約8兆円）の米国製品に5～
10%の追加関税をかける。9月1日と12月15日の2段階にわけて発動する。米中両国の貿易戦
争は一段と激しくなり、泥沼化しそうだ。

＊AWS大規模障害…ｱﾏｿﾞﾝ系　ｸﾗｳﾄﾞ集中にもろさ
米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑが運営するｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ「ｱﾏｿﾞﾝ・ｳｪﾌﾞ・ｻｰﾋﾞｽ（AWS)」で23日、大規模なｼｽ
ﾃﾑ障害が発生し、影響は広範囲に及んだ。企業はｺｽﾄ削減の一環で、経由で利用するｸﾗｳﾄﾞ
にｼﾌﾄしている。今回の大規模障害はｸﾗｳﾄﾞに集中することのもろさを浮き彫りにした。
・複数の企業がｻｰﾊﾞｰを利用するため不具合が発生すると大規模障害が起こりやすい。障害
の原因を「調査中」としており、復旧を待つしかない。
・情報を得るためにAWSの英語のｻｲﾄを見る必要がある。今回は消費者に困惑が広がった。
・ｸﾗｳﾄﾞは利便性やｺｽﾄ面のﾒﾘｯﾄがある反面、業務に一時停止を招くﾘｽｸをはらんでいる。ｸﾗ
ｳﾄﾞの利用には用途の慎重な見極めが求められる。　

＊ｲﾝﾄﾞ国営企業　民営化加速…財政負担を軽減「航空など23社」
ｲﾝﾄﾞ政府が国営企業の民営化を加速する。2019年度（19年4月～20年3月）に航空会社やｾﾒ
ﾝﾄﾒｰｶｰなど23社を民間に売却する計画だ。1兆500億ﾙﾋﾞｰ（約1兆6000億円）の売却益を見
込むほか、赤字企業の売却で政府の財政負担を軽減。民営化によって効率的な経営を、ま
たｲﾝﾄﾞ経済の活性化を図る。
⦿売却を計画する主な国営企業＝ｴｱ・ｲﾝﾃﾞｨｱ（航空会社）、ｾﾒﾝﾄ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ・ｵﾌﾞ･ｲﾝﾃﾞｨｱ
（中堅セメント会社)、ﾊﾟﾜﾝ･ﾊﾝｽﾞ（ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ保有、VIPｻｰﾋﾞｽや救助作業）、ﾋﾝﾄﾞｩｽﾀﾝ・ﾆｭｰｽﾌﾟﾘ
ﾝﾄ（新聞印刷用紙ﾒｰｶｰ）、HLLﾗｲﾌｹｱ（医療器具・機器と医薬品ﾒｰｶｰ）

＊日本勢、新薬で東南ｱ開拓…経済発展、有望市場に
　　　　　　　田辺製薬は糖尿病など、大日本住友は抗精神病で
田辺三菱製薬など日本の中堅製薬各社が東南ｱｼﾞｱ市場で新薬の需要開拓に力を入れる。
従来は発売から時間がたった薬が中心だったが、経済発展で生活習慣病や希少疾患の治療
に使う付加価値の高い新薬の需要が拡大。市場規模は今後10年で5兆円に倍増する見通し
だ。医療保険の整備など課題は多いが、先行進出により将来の有望市場で足場を築く。
・世界大手は様子見段階＝経済成長が続く東南ｱｼﾞｱ。医薬品市場の急成長が期待される。
規制や物流面のﾘｽｸもあり、市場開拓は一筋縄ではいかないとみている。「一つ一つの薬を
国毎に売ればﾁｬﾝｽが広がる」大日本住友の東南ｱｼﾞｱ担当綾瀬義孝氏。

＊後発薬優先で3100億円減…ｺｽﾄ考慮　欧米に遅れ「健保連資産」
生活習慣病の治療に後発医薬品を優先的に処方することで薬剤費を年3100億円削減できる
見込みがあることが健康保険組合連合会（健保連）の分析でわかった。医師が薬を処分する
際に経済性を考慮する仕組みが不十分で、後発薬より高価な先発薬が選ばれることが多い
ためだ。健保連は処方薬を選ぶ際の指針を策定するよう提言しており、厚生労働省も導入を
検討する。
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＊仮想ﾛﾎﾞｯﾄ、ｴｰｽの働き（RPA)…住友商事「年10万時間分手助け」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ「4千人分の業務代行へ」
人間が担っていたﾊﾟｿｺﾝの定型作業を自動化するｿﾌﾄ「ﾛﾎﾞﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ（RPA)」
が、働き方改革や業務効率化の切り札として定着しつつある。住友商事はｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で年間
10万時間超に相当する労働時間を削減。ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸなど数千人規模の業務を削減する企業も
登場している。だがRPAは「魔法のつえ」ではない。成功に導くには、乗り越えるべきﾊｰﾄﾞﾙが
ある。
⦿RPAの機能＝機能は単純だ。人間のﾊﾟｿｺﾝ操作をﾛﾎﾞｯﾄが録画して作業手順を学習し、忠
実に「再生」して繰り返すｲﾒｰｼﾞだ。
　・効果が得られない企業は多い。人間しかできない仕事の見極めが必要。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、中国5G導入…東南ｱで先陣　年内にも「ﾌｧｰｳｪｲと組む」
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ通信最大手ｽﾏｰﾄ・ｱｼｱﾀは年内にも次世代通信規格「5G」の商用ｻｰﾋﾞｽを始める。中
国通信機器最大手のﾌｧｰｳｪｲの技術を採用する。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱは外交的に中国と親密で、政府は
ﾌｧｰｳｪｲと5G分野で覚書を結んでいた。東南ｱｼﾞｱで経済的に後発のｶﾝﾎﾞｼﾞｱが、5Gｻｰﾋﾞｽの
開始では域内一番乗りとなる。

＊住友商事　ﾍﾞﾄﾅﾑで石炭火力…環境負荷高い従来式
住友商事は26日、ﾍﾞﾄﾅﾑで石炭火力発電所の建設を始めた。総事業費は約2800億円。石炭
火力はCO2の排出量が多い為新規建設に逆風が吹いているが、環境負荷が高い従来方式
の発電設備を採用する。現地の電力需要が逼迫していることに対応する。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでｶﾌｪﾌﾞｰﾑ…愛国心も満たす
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでｺｰﾋｰの存在感が増している。ｼﾞｬｶﾙﾀで地場のﾌｫﾚが店舗数を増やす。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
はｺｰﾋｰ豆の主要生産国。ｼﾞｬﾜ島、ｽﾏﾄﾗ島など地域の豆を地場企業が安く提供することで、
ﾌﾞｰﾑに火が付いた。

＊発電燃料　夏でも軒並み安…LNGや石炭　3年ぶり安値圏
猛暑時に高騰することも多い発電燃料の価格が今夏は軒並み安値に沈んだままとなってい
る。液化天然ｶﾞｽ（LNG)や発電用石炭はいずれも3年ぶり安値圏にある。生産が急増している
LNGの供給過剰が引き金だが、中国を中心とした世界経済減速による発電需要の下押しも
背景にありそうだ。

＊中国、資金流出を警戒…急激な元安　混乱に備え
中国政府が海外への資金流出を抑制する新規制を導入した。資金流出が加速した場合、海
外送金や外貨売却が多い銀行の評価を引き下げる新ﾙｰﾙを適用する。不動産会社には借り
換え目的以外の外債発行を禁じた。米中貿易が長期化するなか、人民相場で11年ぶりとなる
１㌦＝7元を突破し、当局は当面この水準を容認しているが、元安に歯止めがかからない状
況は回避したい考えだ。

＊中国家電、減速止まらず…販売前年割れ1年続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　家計債務増・不動産規制の二重苦
中国の家電市場が急減速している。家計債務の増加や不動産投機の抑制策が響き、ｴｱｺﾝ
や冷蔵庫など毎月の家電販売総額はほぼ1年間、前年割れが続く。ｴｱｺﾝは過去最多の在庫
が積み上げり、量販大手の国美零售は最終赤字だった。買い替えの補助金などで国に支え
られてきた家電産業は転換期を迎え、部品を供給する日本企業などにも影響が出そうだ。
・中国の家計債務残高は5年前の2.4倍に膨れ上がっている。政府は金融の不安定化を避け
る為各地で投機的取引（不動産売買等）への規制を強める。

＊ｸﾞｰｸﾞﾙ、ｽﾏﾎ生産移管…米向けで検討　中国からﾍﾞﾄﾅﾑへ
米ｸﾞｰｸﾞﾙが自社製ｽﾏﾎ「Pixel（ﾋﾟｸｾﾙ）」の生産の一部について、中国からﾍﾞﾄﾅﾑへの移管を
検討していることが分かった。米中貿易戦争が激化するなか、生産体制を最適化し、ﾊｰﾄﾞ戦
略の中核となるｽﾏﾎの販売台数の倍増を目指す。中国からｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを分散する動きが一
段と広がりそうだ。
⦿米IT大手は中国から生産ｼﾌﾄを進める
　・ｸﾞｰｸﾞﾙ＝ｽﾏﾎ「ﾋﾟｸｾﾙ」やｽﾏﾎ用ｽﾋﾟｰｶｰの生産の一部をﾍﾞﾄﾅﾑへ移管
　・ｱｯﾌﾟﾙ＝中国で生産するiPhoneや無線ｲﾔﾎｰﾝなど15～30%を中国外へ
　・ｱﾏｿﾞﾝ･ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ＝米向けのｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰやﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の一部を移管
　・HPやﾃﾞﾙ＝重慶で生産するﾊﾟｿｺﾝの2～3割をﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾌｲﾘﾋﾟﾝなどへ移管

＊中国EV市場、外資が攻勢…現地勢、補助金減が打撃
中国のEVなど新ｴﾈﾙｷﾞｰ車市場に外資が攻勢をかけている。米EV大手のﾃｽﾗは規制緩和を
受け、年内にも外資単独で初の工場を上海で稼働する。ﾄﾖﾀ自動車なども新車投入を加速す
る。一方、中国勢は新興EVﾒｰｶｰを中心に販売低迷など窮地に立つ。不振企業の淘汰が本
格化しそうだ。
⦿新ｴﾈﾙｷﾞｰ車は好調組と低迷組にわかれる。
「好調組」・ﾃｽﾗ＝上半期販売台数は前年同期の2倍、外資勢でｼｪｱ1位
　　　　　　・VW＝同2万台と前年同期の400台から急伸
　　　　　　・ﾄﾖﾀ＝同9000台と前年同期のほぼｾﾞﾛから急伸
「低迷組」・NIO＝相次ぐ発火事故で販売急減、・威馬＝品質で苦情続出
　　　　　　・上海汽車＝上半期販売台数は前年同期比7%増どまり
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2019/8/31 経済 ＊中国不良債権　半年で1割増…中堅・中小銀で深刻
中国の不良債権が膨張を続けている。2019年6月末の残高は2兆2352億元（約33兆円）と18
年末に比べ1割増えた。ほかに要注意先債権に当たる「関注類」が3兆6318億元あり、合計す
ると貸出額の5%弱にあたる90兆円」に迫る。中堅・中小企業向け融資の不良債権化に歯止め
がかからないためで、処理を進める過程で景気一段と減速させるﾘｽｸがくすぶっている。
・大手銀行の6月末の不良債権額が18年末に比べ約200億元の増加にとどまったのに対し、
中小銀行が多い都市商業銀行は1千億元超、農村商業銀行は500億元も増えた。地方の経
済が振るわず、不良債権が重くのしかかる。
・規制に守られた大手銀行が高水準の利益を確保しているのは、地方の金融ｼｽﾃﾑがﾘｽｸを
抱えているためだ。

＊報復関税で販売減」5割…中国進出の米企業
⦿米企業は様々な影響を受けている。（複数回答）
　　　「貿易戦争の影響」　　　　　　「回答比率%」
　　・中国の関税による販売減　　　　　　　　49
　　・調達先の変更　　　　　　　　　　　　　　　43
　　・調達継続の不透明性による販売減 　　40
　　・中国企業の米企業敬遠による販売減　37
　　・米国の関税による販売減　　　　　　　 　33
　　・中国当局による検査の増加　　　　　　　33 
〇13％は中国以外に事業を移管するかは、計画中だという。

＊滴滴、上海でﾛﾎﾞﾀｸｼｰ…自動運転　主導権を狙う
中国ﾗｲﾄﾞｼｪｱ最大手の滴滴出向は30日、人が操作しない完全自動運転の「ﾚﾍﾞﾙ4」のﾛﾎﾞﾀｸ
ｼｰを限定されたｴﾘｱで運航すると発表した。滴滴は世界最多の5億5千万人の利用者による
圧倒的な走行ﾃﾞｰﾀを武器に、ﾄﾖﾀ自動車など自動車大手と連携して自動運転車輛の開発か
ら運用、保守ｻｰﾋﾞｽまで手掛ける構想を描く。自動運転で主導権を握り、ﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ分野で
の覇権を狙う。
・ﾗｲﾊﾞﾙは先行する米国勢だ。ｳｪｲﾓ（ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ傘下）は09年に自動運転に着手し、既に累計
で1千万㍄（1600万㌖）を超える公道走行試験のﾃﾞｰﾀを持つとされる。これは月と地球を21往
復するのに相当する距離だ。

＊ｲﾝﾄﾞ、5.0%成長に減速…4～6月　消費・輸出とも鈍化
ｲﾝﾄﾞ統計局が30日発表した2019年4～6月期の実質成長率は前年同期比5.0%と、1～3月期
の5.8%から減速した。米中貿易摩擦による世界経済の低迷を受け、消費と輸出急速に落ち込
んでいる。金融機関の貸し渋りが景気を下押しする一因だとして、ｲﾝﾄﾞ政府は10行の国営銀
行jを4行に統合する案を公表した。
・これまで人口増を背景に内需が成長をけん引してきたが、失業率は過去45年で最も悪い水
準、賃金が伸び悩み、消費にお金が回らない。ｲﾝﾄﾞの新車販売は7月に前年同月比30%減と
落ち込んだ。


